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１．計画策定の背景 

 

（１）地球温暖化問題とは 

 

地球温暖化とは、地球を取り巻く大気中の二酸化炭素（ＣＯ２）などの温室効

果ガスが増加し、これに伴って、太陽の日射と地表面から放射する熱のバランス

が崩れ、大気の温度が上昇する現象です。 

この気温の上昇現象に伴い、①海面水位の上昇、②豪雨や干ばつなどの異常気

象の増加、③砂漠化の進行、④生態系への影響、⑤農業生産や水資源への影響、

⑥熱帯性感染症の発生の増加など、生活に大きな影響や被害が及ぶ可能性が指摘

されています。 

「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年 10 月 9 日法律第 117 号）」

（以下「法律」という。）では、地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及

ぼすものであり、すべての者が自主的かつ積極的に取り組むことが求められてい

ます。 

 

 

（２）日本を含めた国際的な取組み 

 

地球温暖化に対する対策として、国際的には平成 4年（1992年）に国連気象変

動枠組条約が採択され、同年の国連環境開発会議では、多くの国が署名を行い、

平成 6年（1994年）に条約が発効しました。また、平成 9年（1997 年）には地球

温暖化防止京都会議が開催され、京都議定書が採択されました。 

その後、平成 27 年（2015 年）7 月 17 日に気候変動枠組条約事務局へ提出され

た平成 32 年（2020 年）以降の温室効果ガス削減に向けた日本の約束草案では、

国内の排出削減・吸収量の確保により、平成 42年（2030年）度に平成 25年（2013

年）度比△26.0%（平成 17 年（2005 年）度比△25.4%）の水準にすることとされ

ています。また、平成 27 年（2015 年）にフランス・パリで開催された気候変動

枠組条約第 21回締約国会議（ＣＯＰ２１）では、全ての国が参加する公平で実効

的な平成 32年（2020）以降の法的枠組の合意を目指した交渉が行われ、その成果

として「パリ協定」が採択されました。 
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２．計画の基本事項 

 

（１）計画の目的 

 

第３次瑞浪市地球温暖化対策実行計画（以下「本計画」という。）は、法律に

基づき、事業所としての瑞浪市（以下「本市」という。）の事務事業に関して温

室効果ガスの排出抑制のために策定します。 

本計画は、法律第 21条第 1項の規定に基づき、市の事務及び事業に関して、温

室効果ガスの排出抑制等の措置により、地球温暖化対策の推進を図ることを目的

としており、市内の事業所としての模範を率先して示すものでもあります。 

本計画に盛り込んでいる要素は、以下のとおりです。 

・ 計画の目的、期間、対象温室効果ガス 

・ 温室効果ガスの総排出量の把握 

・ 計画に定めるべき措置の内容 

・ 措置の目標、温室効果ガスの総排出量に関する数値的な目標 

・ 計画の実行推進、点検、評価、公表 

 

 （２）計画の期間  

 

本計画の期間は、環境基本計画と整合性を持たせるために、平成 30 年（2018

年）度から平成 35年（2023年）度までの 6年間とします。 

計画の実施に当たっては、政府実行計画と整合性を持たせるために、平成 25

年（2013 年）度の温室効果ガス排出量を基準として削減に取組みます。そして、

毎年度において総排出量を把握するとともに取組みの見直しを図り、計画期間に

おいて削減目標の達成を図ります。 

 

 （３）計画の調査対象温室効果ガス 

 

法律で定められた「温室効果ガス」は、以下の 7種類です。 

・二酸化炭素          ・メタン 

・一酸化二窒素         ・ハイドロフルオロカーボン 

・パーフルオロカーボン     ・六フッ化硫黄 

・三フッ化窒素 

本計画において排出量の調査対象とするのは、実質的に数量計算・数量換算が

可能なガスであるところの「二酸化炭素」「メタン」「一酸化二窒素」の 3 種類

とします。「ハイドロフルオロカーボン」「パーフルオロカーボン」「六フッ化

硫黄」「三フッ化窒素」の 4 種類については、排出実態把握が困難であるため対

象外とします。 
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 （４）計画の対象事務事業 

 

本計画が対象とする事務事業は、原則として、下記の施設で行われる市の事務

及び事業の全般とします。 

対 象 施 設 名 

本庁舎 日吉南部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 土岐小学校 斎場 

西分庁舎 大湫クリーンセンター 陶小学校 化石博物館 

保健センター 衛生センター 稲津小学校 市之瀬廣太記念美術館 

日吉ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 総合消防防災センター 明世小学校 地球回廊 

釜戸ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 消防署陶分署 日吉小学校 陶磁資料館 

大湫ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ みどり幼児園 釜戸小学校 市民体育館 

稲津ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 一色幼児園 瑞浪中学校 市民野球場 

陶ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ※1 瑞浪幼児園 瑞浪南中学校 樽の上野球場 

可燃物焼却施設 稲津幼児園 瑞浪北中学校 市民競技場 

不燃物最終処分場 陶幼児園 瑞陵中学校 市民テニスコート 

浄化センター 桔梗幼児園 日吉中学校 日吉スポーツ施設 

小田汚水中継ポンプ場 竜吟幼児園 釜戸中学校 窯業技術研究所 

土岐汚水中継ポンプ場 日吉幼児園 学校給食センター 稲津地域子育て支援ｾﾝﾀｰ 

月吉クリーンセンター 瑞浪小学校 総合文化センター※2  

※1 陶コミュニティーセンターは、どんぐり工房使用分を除く。 
※2 総合文化センターは、市民図書館を含む。 

 

ただし、指定管理者制度により事務事業を実施する下記の施設は、温室効果ガス

排出量の算定対象外とし、排出量抑制の取り組みについて協力を要請します。 

また、個人使用である市営住宅は、対象外とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民福祉センター 

・土岐児童センター 

・南小田児童センター 

・陶児童館 

・子ども発達支援センター「ぽけっと」 

・教育支援センター（こぶし教室） 

・地域交流センター「ときわ」 

 

・老人憩いの家「桜寿荘」 

・老人憩いの家「寿楽荘」 

・老人憩いの家「福寿荘」 

・自然ふれあい館 

・農産物等直売所「きなぁた瑞浪」 

・産業振興センター 
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３．現況と目標 

 

（１）温室効果ガス排出の現況（第二次実行計画の評価） 

 

第二次実行計画では、平成 23 年（2011 年）度の二酸化炭素排出量 12,960 t‐CO2

を基準として、平成 29 年（2017 年）度末までに二酸化炭素排出量の 3％削減を目標

にしていましたが、平成 28年（2016年）度末で二酸化炭素排出量 12,397 t‐CO2とな

っており、4.3％の削減で第二次実行計画の目標は、達成できる見込みとなっていま

す。 

削減が進んだ要因は、公共施設の照明を LED化するなどの設備改修をはじめ、エア

コンの適正使用など、瑞浪市節電・省エネ・新エネ推進会議を中心として、継続して

全庁的に節電・省エネを推進したことや、可燃物焼却施設の運営改善などにより、廃

棄物の焼却処分に係るエネルギーが、減少したことが考えられます。 

 

表１ 平成 23年（2011年）度及び 28年（2016年）度の温室効果ガスの排出量 （単位：t‐CO2） 

ガスの種類 

平成 23年（2011年）度 平成 28年（2016年）度 平成 23年

（2011年）

度との 

増減比(％) 

主な排出要因 ＣＯ２換算

排出量 

構成比

(％) 

ＣＯ２換算

排出量 

構成比

(％) 

二酸化炭素 

(ＣＯ２) 
12,960 96.6 12,397 96.5  △4.3  

廃棄物焼却、電

気使用、公用車

走行など 

メタン 

(ＣＨ４) 
95 0.7 88 0.7  △7.3  

公用車走行、下

水処理など 

一酸化二窒素 

(Ｎ２Ｏ) 
368 2.7 358 2.8  △2.7 

廃棄物焼却、公

用車走行、下水

処理など 

合  計 13,423 100 12,843 100  △4.3  

※ＣＨ４、Ｎ２Ｏは排出量に地球温暖化係数を乗じてＣＯ２に換算しています 

 

温室効果ガス総排出量に占める各温室効果

ガスの割合は、二酸化炭素（ＣＯ２）が 96.5％

を占め、残りの 3.5％が一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）

及びメタン（ＣＨ４）です。このように本市で

は、二酸化炭素が温室効果ガスの大半を占めて

いることから、二酸化炭素の排出削減を行うこ

とで、地球温暖化防止対策に取組みます。 
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（２）二酸化炭素の削減目標 

 

第二次実行計画の目標は、達成できる見込みのため、本計画で新たに削減目標

を設定します。「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」では、年間エネル

ギー使用量が、原油換算で 1,500 ㎘を超える事業者は、エネルギー消費原単位を

年平均で毎年１％ずつ改善することが求められているので、平成 25年（2013年）

度を基準として、計画期間終了までに全体で 10％の削減を目標とします。これは、

当初計画の平成 18年（2006年）度と比較して 16.4％の削減に相当します。 

 

表２ 二酸化炭素の削減目標                      （単位：t‐CO2） 

排出要因 
平成 25 年（2013 年）度 

実績 

平成 28 年（2016 年）度

実績 

削減率 

平成 25 年（2013 年）度比 

平成 35 年（2023 年）度

目標 

削減率 

平成 25 年（2013 年）度比 

電   気 6,020 5,434 △9.7％ 5,418 

△10.0％ 

L P G 1,530 1,120 △26.8％ 1,377 

灯   油 187 187 ±0 168 

重   油 581 637 9.6％ 522 

ガ ソ リ ン 140 123 △12.1％ 126 

軽   油 88 89 1.1％ 79 

プラスチック焼却 4,350 4,807 10.5％ 3,915 

合   計 12,896 12,397 △3.9％ 11,605 

 

表３ 二酸化炭素排出量の推移と目標値 

  

 

 

 

 

 

 

 

（単位：t‐CO2） 
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４．計画実行に向けての取組み 

 

（１）地球温暖化対策取組み事項 

 

      本計画の実行に向けて、職員に対し、本計画の目的・目標を周知し、下記の取

組を推進します。 

取組項目 具体的行動（実行項目） 

庁舎におけるエ

ネルギー使用量

の抑制 

1. 窓口及び来客対応を除き、昼休みの照明は消灯する。 

2. 窓口用を除き、昼休みのＯＡ機器の電源を切る。 

3. 長時間退席時は、パソコン等の電源を切り、短時間退席時は、スタン

バイモードを利用し、帰宅時は、パソコンの電源コードのプラグをコ

ンセントから抜き、待機電力を削減する。 

4. エレベーターの使用は、極力控え、階段を利用する。 

5. 事務の効率化を図り、時間外勤務時間の短縮に努める。また、緊急時

を除きノー残業デーの取組みを徹底する。 

6. 残業時の照明は、必要最小限にする。 

7. 不必要な照明の消灯及び不要な電気製品等の電源を切るなど、待機電

力の削減に努める。 

8. 空調暖房時に（電気）ストーブ等は、原則使用しない。 

9．近距離の移動は、公用自転車を利用する。 

10.クールビズ・ウォームビズを推進する。 

11. 事務機器及び湯沸しポット等家電製品は、省エネ、省資源型のものへ

の切り替えを進め、フロアごとで台数の見直しを行う。 

12. 事務室や会議室等の空調温度（冷房温度 28℃、暖房温度 19℃）を徹

底するよう、設備の適正運転を図る。 

13. 省エネ無料診断を実施し、診断結果に基づく運用改善を行う。 

 

施設の建築・管

理等に関する取

組み 

1. 工事に際して、環境負荷の少ない工法の採用を推進します。 

2. 施設の建築・修繕においては、LED 照明等の省エネ性能の高い照明器

具等の設置や、環境に配慮した資材・構造・設備等の導入を推進する

とともに、排出される廃棄物の３Ｒを推進します。 

3.庁舎等の使用電力購入に際して、温室効果ガス排出係数の低い小売電

気事業者の選択を図ります。 

4.施設の統廃合を進め、使用エネルギーの削減を推進します。 

統廃合施設は、現時点で、以下を計画しています。 

・月吉・日吉南部クリーンセンターは、平成 33年（2021年）3月で停止 

・衛生センターは、平成 30年（2018年）度から浄化センターに機能移転 

・瑞陵、日吉、釜戸中学校は、平成 31年（2019年）度から瑞浪北中学校

に統合 
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取組項目 具体的行動（実行項目） 

公用車利用の合

理化 

1. 経済速度走行に努め、必要以上のアイドリングをしない。 

2. エコドライブを実施する。 

①急加速、急発進、急ブレーキをしない。 

②不要な荷物を積みっぱなしにしない。 

③タイヤの空気圧調整及びオイルの点検等定期的に行う。 

④夏季のカーエアコン設定温度を 1度上げる。 

3. 公用車の台数削減や共用を積極的に検討する。 

4. 公用車の購入にあたっては、使用実態を踏まえ必要最小限の大きさの

車両や、環境に優しい次世代自動車にする。 

 

用紙類の使用量

を削減 

1. 両面印刷・両面コピー・集約印刷を徹底する。 

2. 会議用資料の簡素化に努め、作成部数を必要最小限にする。 

3. 片面使用の不要コピー用紙は、分別して再利用する。 

4. 会議等においては、原則として封筒を配布しない。やむを得ない場合

は、再利用する。 

5. 外注印刷物の余剰印刷部数削減に努める。 

 

庁舎における節

水の推進 

1. 水道を使用するときは、節水に努める。 

2. 洗車時はバケツや手元制御弁等を利用し、節水に努める。 

 

職場廃棄物処分

量の削減 

1. 詰め替え可能な文具類の使用に努める。 

2. 使い捨て製品の購入抑制に努める。 

3. カン・ビン・ペットボトルは、分別し、リサイクルを図る。 

4. 職場内ごみ箱を見直し、ごみ箱を削減する。 

 

職員の意識向上 

1. 各課等の長を節電・省エネ推進員とする。推進員は、職員の意識の向

上を図り、適切な節電等が行われているかチェックし、節電・省エネ

を推進する。また、当該課が主催する会議等で市民等に対し節電・省

エネの啓発を行うものとする。 

2. 家庭においてもマイバッグの推進、節電、省エネルギー、廃棄物減量

等に努める。 

3. リサイクル、節電、省エネ活動に積極的に参加する。 

4. グリーン購入、エコマーク商品の購入に努める。 

5. 物品等の購入を適切に行い、在庫管理を徹底します。 

6. マイ箸、マイバッグの使用を推進します。 

 

 

 



 

8 

 

取組項目 具体的行動（実行項目） 

緑化の推進 

1. 夏季は、冷房の効率化を図るため、アサガオ等の植物を利用したグリ

ーンカーテンの実施を推進する。 

 

建設廃棄物の減

量 

1. 高炉セメント、再生路盤材などの再生資材の利用に努める。 

2. 建設副産物の有効利用及び発生抑制に努める。 

新エネルギー対

策 

1．住宅用太陽光発電システムの設置について拡充を図る。また、本市で

設置可能な新エネルギーシステムが開発された場合には、導入の検討

をする。 

 

廃棄物処理の低

炭素化対策 

1．「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」により策定している使

用エネルギー削減のための中長期計画に基づき、処理について効率化

を徹底します。また、ごみの分別や地元住民への説明、リサイクル事

業の推進等に取組み、ごみの減量化を推進します。 

 

 

５．推進と点検・評価 

 

 （１）推進・点検体制 

 

・全庁的な取組みを推進するため、関係部局が協力して取組みます。 

・事務局は、経済部環境課とし、年度ごとに各課等（出先機関及び各委員会事務

局を含む）の取組状況をまとめて報告書を作成し、公表します。 

・各課等は、報告書により温室効果ガス排出量を把握し、職場単位で本計画の推

進を行います。 

・事務局は、本計画の実施状況を評価し、進行管理を行なうとともに、本計画の

見直しについて検討を行います。 

 

 （２）見直し 

 

・削減目標や温室効果ガスの総排出量については、施設の増減や情報機器の導入

など、計画期間中の状況変化や進捗状況等を踏まえて適宜見直しを行います。 

 

（３）公表 

  ・取組みに関する情報等は、市ホームページ等により適宜公表します。 
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二酸化炭素排出量の算定係数 

 

（１）燃料等使用に伴う二酸化炭素排出量の算出方法 

 

   [二酸化炭素排出量] ＝ [使用量] × [二酸化炭素排出係数] 

 

別表 エネルギー等の使用に伴う二酸化炭素排出係数 

項 目 係 数 

  電  気 
平成 25年度  0.518※1 

kg-CO2/kWh 
平成 28年度  0.486※1 

ＬＰガス 3.0  kg-CO2/kg 

  オートガス 3.0  kg-CO2/kg 

灯  油 2.49  kg-CO2/l 

Ａ 重 油 2.71  kg-CO2/l 

ガソリン 2.32  kg-CO2/l 

軽  油 2.58  kg-CO2/l 

※1 中部電力株式会社の実排出係数 

 

（２）一般廃棄物（プラスチック）の焼却に伴う二酸化炭素排出量の算出方法 

 

  [二酸化炭素排出量] ＝ [一般廃棄物焼却量] × [可燃割合]× [プラスチック割合] 

  × [二酸化炭素排出係数（2.77 t-CO2/t）] 

※ 可燃割合、プラスチック割合は、過去３年間の平均値。 

 

（３）地球温暖化係数 

 温室効果ガス 地球温暖化係数 

１ 二酸化炭素 ＣＯ２ １ 

２ メタン ＣＨ４ ２１ 

３ 一酸化二窒素 Ｎ２Ｏ ３１０ 

 

 

別紙１ 


